
平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

□ □ ■ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

209 202 96.7 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 世 帯 ） （ 世 帯 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 209 191 91.4

上乗 □ （ 世 帯 ） （ 世 帯 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 ■ 補助・助成金 209 209 100

□ （ 世 帯 ） （ 世 帯 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

18 8 8 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3

（ 件 ） （ 人 ） （ 人 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 18 13 13

上乗 □ （ 件 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 18 11 11

□ （ 件 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ □ ■ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

30 2 27 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 戸 ） （ 人 ） （ 人 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 25 2 35

上乗 □ （ 戸 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 27 2 26

□ （ 戸 ） （ 人 ） （ 人 ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

27,070 6 0.1 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 26,600 2 0.1

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 25,862 12 0.1

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）

事務事業全体 一般財源分

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

14

市独自上乗せ（上乗・横出）

高齢者福祉の推進だれもがいきいき幸せに暮らせるまち 施策番号・名

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

高齢者の居住の安定確保に関する法律およ
び同施行規則
平成２２年度東久留米市高齢者向け優良賃
貸住宅補助金交付要綱

意図

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

全額補助 一部補助有 市全額

自主的 義務的 努力義務的

高齢者の居住の安定確保に関する法律
東久留米市ひとりぐらし高齢者住宅手当助
成事業実施要綱

入居希望世帯数

7,598 244 7,842

努力義務的

市全額

こもれび滝山公園の入居者家賃助成

7,493 249 7,742

48 486

49 595

・高齢者世帯の住宅を選択する幅を
広げ、より快適に生活できる住宅の
供給
・民間オーナーが建設運営する民間
活力で実施する。

7,834 247 8,081

入居者数

民間アパート等に住む非課税であ
る単身高齢者世帯の経済的負担の軽
減を行う。 996 49 1,045

継続して受給
している件数

14-05-03

福祉総務課
高齢者福祉係

対象
申請時に６５歳以上の都内居住高

齢者世帯

助成世帯件数

438

ひとり暮らし高齢者
住宅手当助成事業

手段
・

内容

申請による審査の結果、助成が決
定されると、年３回（７，１１，３
月末）の住宅手当を支給する。

546

意図

60,692 984 61,676

シルバーピア
住宅入居率

14-05-02

福祉総務課
高齢者福祉係

対象
申請時満６５歳以上で、市内民間

アパート等に単身で居住している非
課税世帯。

６５歳以上の
単身高齢者世
帯に、過去の
実績から民間
アパートに居
住し、かつ、
非課税世帯を
推計で算出し
た数値

手当受給者数

57,722 886 58,608

シルバーピア管理事
業

手段
・

内容

生活協力員を配し、入居者の安否確
認及び緊急時対応を実施する。
対象①については、住宅全般の管理
業務を、対象②については、団欒室
等の管理業務を行う。 58,242 993 59,235

意図

①レベーレほんむら居住者
②都営住宅ピア居住者

シルバーピア
世帯住宅数

シルバーピア入
居世帯数

住宅に困窮する高齢者世帯に対し
て、良質な住宅を提供・管理し生活
上の不安を尐なくして快適な生活を
送ってもらう。

(国）高齢者の居住の安定確保に関する法
律及び同施行規則
（都）東京都シルバーピア事業運営要綱
（市）東久留米市高齢者福祉住宅条例及び
同条例施行規則

全額補助 一部補助有

市独自上乗せ（上乗・横出）

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

14-05-01

福祉総務課
高齢者福祉係

対象

高齢者向け優良賃貸
住宅家賃助成事業

手段
・

内容

事業
形態

根拠
法令
等

根拠
法令
等

自主的

指標 指標 指標

６５歳以上の
高齢者

自立支援の住宅
改修利用者数

14-05-04

介護福祉課
介護サービス係

対象

事務事業
番号

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

住宅改修が必要な高齢者を対象に、
保険給付が対象としていない浴槽の
取替等が必要な場合に補助する。

市全額

事務事業名

義務的

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

努力義務的

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

全額補助 一部補助有

市独自上乗せ（上乗・横出）

（都）高齢者社会対策区市町村包括補助事
業実施要綱、（市）高齢者自立支援住宅改
修給付事業実施要綱

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

高齢者自立支援住宅
改修事業

手段
・

内容

①浴槽取替工事②流し・洗面台の取
替工事③便器の洋式化等の工事を対
象とし、各々379千円、156千円、106
千円を限度に1割負担で出来るように
する。

意図

保険給付の対象範囲は、手すりと段
差解消、床材等の変更である。前記
以外のニーズが発生した場合に住宅
改修費を給付する

住宅改修利用
者数/65歳以上
の高齢者の割
合

根拠
法令
等

自主的 義務的

424 2,801

4,385 2,719

1,710 2,749

7,104

4,459

3,225

所管課長

基本事業番号・名 14-05

46,887
説明欄：市営のリベーレほんむらについて
は、平成２２年度末で２０年間の賃貸借契
約が終了することにより、その必要性と有
効性が無いと判断できるため、建物賃貸借
契約を更新せず、東久留米市高齢者福祉住
宅条例を廃止して、平成２３年度中に高齢
者向け優良賃貸住宅に移行する予定であ
る。一方、都営については、高齢化の進展
に伴う今後の需要を見込み、必要性と有効
性は大きいとし、さらに都営により市の財
政負担も軽いことから、効率性を認めて、
早ければ平成２６年度に都営南町アパート
にシルバーピア４０戸が整備されるよう、
東京都に要望して戸数を増やす予定であ
る。

所管課長

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

24年度以降に向けた方向性： 縮小

自立生活への支援

説明欄：市営シルバーピ
アについては、２２年度
をもって、歳入の高齢者
民間アパート借上げ事業
補助金５，７１６，００
０円と、歳出の建設費利
子補給金８７４，９５６
円は廃止となる。他の経
費については、平成２３
年度についても東久留米
市高齢者福祉住宅条例の
廃止に伴う経過措置とし
て、従前の効力があると
されている。都営につい
ては、生活協力員との契
約により、施設並びに入
居者の管理を行ってい
る。

24年度以降に向けた方向性：

996

説明欄：

47,984

49,876

福祉総務課　 渋谷　千春

福祉総務課　 渋谷　千春

　 438
説明欄：対象者が、一人暮らしの非課税世
帯と限定されており、経済的な必要性と有
効性は認められるものの、ひとり親、障害
者住宅助成と合わせて検討することとし、
再度の見直しの余地はあるものと考える。
また、達成度と効率性においては、民間住
宅と賃貸借契約を結んでいる、一人暮らし
の非課税世帯と言う限られた対象者のた
め、多くの需要があるとは言い難いのが現
状である。

所管課長 福祉総務課　 渋谷　千春

説明欄：対象者が、一人暮らしの非課税世
帯と限定されており、経済的な必要性と有
用性は認められるものの、ひとり親、障害
者住宅助成と合わせて検討することとし、
再度の見直しの余地はあるものと考える。
また、達成度と効率性においては、民間住
宅と賃貸借契約を結んでいる、一人暮らし
の非課税世帯と言う限られた対象者のた
め、多くの需要があるとは言い難いのが現
状である。

546

説明欄：介護保険の住宅改修では、カバー
できない部分の改修（リフォームではな
い）。及び要支援状態を予防する上で必要
な事業である。

24年度以降に向けた方向性： 拡大
説明欄：市の事業として
は、高齢者向け優良賃貸
住宅である民間住宅に対
する家賃の減額補助（国
庫補助金、都補助金及び
市補助金）のみであり、
管理運営は、民間事業者
が管理者を選定し、家賃
収入を原資に行っている
ものである。

24年度以降に向けた方向性：

806
説明欄：対象建物は、こもれび滝山公園の
１棟として、１世帯当たり１か月の家賃の
減額補助が２５，６００円としている。高
齢者向きの民間住宅として、入居希望者に
対しては必要性と有効性は高いと思われ
る。ただし、都内市部では、清瀬市と当市
にしかなく、法制度としての高齢者向け優
良賃貸住宅は、法律の改正により廃止とな
る方向である。その一方で、平成２２年度
に東久留米市高齢者福祉住宅条例を廃止し
たことにより,「リベーレほんむら」は平
成２３年度中に高齢者向け優良賃貸住宅と
して整備する予定で、市営シルバーピアか
らの移行制度として、有効性は極めて高い
と考えている。

所管課長

介護福祉課　 田中　潤

説明欄：

212

2,192

855

説明欄：

681

686

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：東京都高齢者社
会対策区市町村包括補助
事業に基づき、実績額の
２分の１が補助される。

24年度以降に向けた方向性：

説明欄：
順次縮小

説明欄：

説明欄：

説明欄：

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）

事務事業全体 一般財源分

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

14 高齢者福祉の推進だれもがいきいき幸せに暮らせるまち 施策番号・名

指標 指標 指標

事務事業
番号

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

事務事業名

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

基本事業番号・名 14-05

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

自立生活への支援

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

23,484 22,974 86.8 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 23,185 18,605 87.1

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ ■ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 22,654 17,482 87.6

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

27,070 3 4,281 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

（ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 26,600 5 3,415

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 25,862 1 3,208

□ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

27,070 1 7,507 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 箇 所 ） （ 人 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 26,600 1 7,507

上乗 □ （ 人 ） （ 箇 所 ） （ 人 ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 25,862 1 6,479

□ （ 人 ） （ 箇 所 ） （ 人 ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

3 3 2 必要性 3 有効性 2 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 個 所 ） （ 個 所 ） （ 人 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 ■ □ □ 3 3 1

上乗 □ （ 個 所 ） （ 個 所 ） （ 人 ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金

□ （ 個 所 ） （ 個 所 ） （ 人 ）

廃止(完了･統合含む)

廃止(完了･統合含む)

24年度以降に向けた方向性：

67,919

説明欄：地域支援事業の
介護予防事業の市負担は
12.5％。

24年度以降に向けた方向性：

14-05-06

178,655

一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

高齢者が要介護（支援）状態になる
のを防ぎ、また住み慣れた地域で快
適な生活を続けることを目的とす
る。

14-05-05

義務的

65歳以上の高齢者

手段
・

内容

要介護（支
援）認定を受
けていない６
５歳以上の高
齢者

生活機能評価、介護予防特定高齢者
事業、介護予防普及啓発事業（パン
フレットの配布、講演会の開催、筋
力向上教室、機能回復訓練事業）、
地域包括支援センター運営委託事業

事業
形態

その他（　　　　　　　　　　　　　）

介護福祉課
地域ケア係

自主的

対象

意図

生活機能評価参
加人数、介護予
防特定高齢者事
業参加人数、介
護予防普及啓発
事業参加人数、
総合相談件数

介護福祉課
地域ケア係

市独自上乗せ（上乗・横出）

市全額

根拠
法令
等

介護保険地域支援事
業

（国）介護保険法、地域支援事業実施要
綱、（市）介護保険条例

全額補助 一部補助有

努力義務的

130,639

136,326

49,017 179,656

要 介 護 （ 支
援）認定を受
けていない６
５歳以上の高
齢者/６５歳以
上の高齢者の
割合

49,573 185,899

128,161 50,494

65歳以上の高
齢者数

意図
地域で心身共に自立した生活ができ
るよう介護予防の側面から個別支援
を行う

25 125

53 0

255 0 255

53

要介護認定者

介護予防特定高
齢者施策 訪問
型介護予防事業
利用者

100

933

ミニデイホー
ムに参加した
延べ人数 835 100 935

100

６５歳以上の
高齢者

935

補助団体数

833 100

訪問指導事業

根拠
法令
等

自主的 義務的

手段
・

内容

栄養士・看護師等が訪問し、低栄養
予防や閉じこもり予防等の個別に保
健指導を実施する

対象
介護予防特定高齢者施策 訪問型介
護予防事業利用者等

その他（　　　　　　　　　　　　　）

14-05-07

介護福祉課
介護サービス係

対象 市内に居住する６５歳以上の高齢者

ミニデイホーム支援
事業

手段
・

内容

定期的な集まりへ参加することによ
り、近所の顔見知りを増やし仲間づ
くりの機会となる他、住民相互の安
否確認が容易になる。

社会福祉協議会が実施するミニデイ
ホーム支援事業に対し、補助金を交
付することでミニデイホームの活動
を支援する。

介護福祉課
地域ケア係

対象

14-05-08

地域包括支援センター

根拠
法令
等

その他（　　　　　　　　　　　　　）

自主的

意図

地域包括支援
センターの箇
所数

地域包括支援センターに配置されて
いる専門職が本来の相談支援業務に
集中できる環境を作る。

地 域 包 括 支 援 セ ン
ター相談体制強化事
業

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

0

全額補助 一部補助有 市全額

4,326 125 4,451

事業対象雇用
人数

125 271

自主的 義務的 努力義務的

835

事業
形態

手段
・

内容

緊急雇用創出事業として、地域包括
支援センターが事務補助等を行う職
員を雇用する。

146

根拠
法令
等

努力義務的

（国）介護保険法、地域支援事業実施要綱

全額補助

直営（委託無）

意図

事 業 実 施 セ ン
ター数

努力義務的

（都）高齢社会対策区市町村包括補助事業
実施要綱、（市）ミニデイホーム支援事業
補助金交付要綱

直営（委託無）

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 廃止(完了･統合含む)

市独自上乗せ（上乗・横出）

（都）緊急雇用創出事業臨時特例基金市町
村補助金交付要綱

市独自上乗せ（上乗・横出）

全額補助 一部補助有 市全額

義務的

100
説明欄：平成２３年度より「介護保険地域
支援事業」に統合している。 所管課長 介護福祉課　 田中　潤

説明欄：平成２３年度より「介護保険地域
支援事業」に統合している。

255

53

所管課長 介護福祉課　 田中　潤

説明欄：

63,979

64,990

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：介護保険法に規定される被保険者
の介護予防の推進および、要介護状態に
なったとしても出来る限り、地域において
日常生活を営むことができるよう支援する
ことを目的とする。介護予防教室の実施、
地域包括支援センターの運営委託料等。

説明欄：高齢者が、身近な地域で暮らすた
めに必要な事業である。

416

416

24年度以降に向けた方向性：

説明欄：東京都高齢者社
会対策区市町村包括補助
事業に基づき、実績額の
２分の１が補助される。

24年度以降に向けた方向性：

416

説明欄：
24年度以降に向けた方向性：

所管課長 介護福祉課　 田中　潤

説明欄：

説明欄：地域包括支援センターが配置され
ている専門職が本来の相談支援業務に集中
できる環境を整えるため、事務補助等を行
う職員を雇用する。国の緊急雇用政策に基
づき実績額の全額を補助されるものであ
り、平成２３年度までの事業である。

所管課長 介護福祉課　 田中　潤

説明欄：

説明欄：

説明欄：

説明欄：

説明欄：

東久留米市


